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様式第１

放電加工機の型式試験確認申請書

平成 年 月 日

危険物保安技術協会

理 事 長 殿

申請者

住 所

名 称

職、氏名 印

放電加工機の型式試験確認を受けたいので、次のとおり申請します。

加工槽最大容量 １． ㍑未満 ２． ㍑以上1,000 1,000

申 型 式 の 区 分

請 放 電 加 工 方 法 １．形彫り ２．ＮＣ彫り ３．ワイヤ

内

容 加 工 槽 最 大 容 量 ㍑ 加工液の危険物品名 第４類 第 石油類

加工液タンク最大容量 ㍑ 製 造 型 式

試 験 確 認 希 望 年 月 日 試験確認対象基数 基

試 験 確 認 実 施 場 所

担 当 者 名 連絡用電話

そ の 他

※ 受 付 ※ 手 数 料 ※ その他の費用

備考 １．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２．申請者は、正副２通提出すること。
３．申請にあたっては、試験確認を実施する放電加工機に関する数値等を記入すること。
４．型式の区分については、該当する番号を○で囲むこと。
５．申請にあたっては、試験確認を実施する１基及び同時に確認を受けることのできる機種そ

れぞれについて、別紙の放電加工機仕様書、放電加工槽及び加工液タンク（確認済みのも
のを除く ）の図面及び容量計算書を添付すること。。

． 、 。６ 試験確認対象基数には 申請に係る試験確認により確認済みとなる総基数を記入すること
７．※印欄は記入しないこと。



- 2 -

別紙

放電加工機仕様書

申請者名

担当者名 連絡先電話番号 （ ）

１．放電加工機本体

放電加工の方式 形彫り・ＮＣ形彫り・ワイヤ 製造型式

mm mm mm加 本体寸法 幅 ×奥行 ×高さ
工
槽 最大容量 Ｌ 本体材質

液 温 検 出 方 法

液面高さ検出方法

異常加工検出方法

２．加工液タンク

mm mm mm本体寸法 幅 ×奥行 ×高さ

mm最大容量 Ｌ 本体材質 本体板厚

少量危険物タンク確認又は水張検査 有（実施機関名 ・無）

３．加工液配管

配管材質 呼び径 使用圧力

４．自動消火装置等

製造者名 製造型式

消 種類 感 感知方法
火 知
剤 数量 部 最小個数 個 作動温度 ℃

放 放出口最小個数 放出導管 直径 材質
出
部 放出口材質 放射時間

他の公的機関による確認 有（実施機関名 ・無）

備

考
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様式第１－１

放電加工機用自動消火装置試験申請書

平成 年 月 日

危険物保安技術協会殿

申請者

住 所

名 称

消 種類 感 感知方法
火 知
剤 数量 部 最小個数 個 作動温度 ℃

放 放出口最小個数 放出導管 直径 材質
出
部 放出口材質 放射時間

試験対象基数 基 製造型式

試験希望年月日

試験希望場所

担 当 者 名 連絡用電話

※ 受 付 ※ 手 数 料 ※ その他の費用

備考 １．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２．申請者は、正副２通提出すること。
３．申請にあたっては、試験確認を実施する自動消火装置に関する数値等を記入すること。
４．試験対象については、当該試験において合否の対象となる総基数を記入すること。
５．感知部及び放出口それぞれの最小個数については、当該自動消火装置が有する最小の数を

記入すること。
６．※印欄は記入しないこと。
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様式第２

放 電 加 工 機 型 式 試 験 確 認 済 証

No 50確 認 番 号

mm

確 認 年 月 平成 年 月

危 険 物 保 安 技 術 協 会

70mm

備考

１．放電加工機型式試験確認済証は金属板とし、厚さは ミリメートルとする。0.3

２．放電加工機型式試験確認済証の地は赤色とし、文字は銀色とする。
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様式第３

放電加工機型式試験確認結果通知書

危 業 第 号

平成 年 月 日

殿

危険物保安技術協会 ㊞

平成 年 月 日付で申請のあった放電加工機について型式試験確認を行った結果、

適合している

次のとおり当協会の定める試験の基準に と認められるので通知します。

不適合である

型 式

確 認 年 月 日

確

確 認 番 号

放電加工方式

認 加 工 槽 容 量

加工液タンク

容 量

内 加工液タンク
水 張（ ）

試 験 確 認

容 自動消火装置の

性 能 範 囲

特

記

事

項

等

備考 １．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第４

放電加工機用自動消火装置型式試験確認結果通知書

危 業 第 号

平成 年 月 日

殿

危険物保安技術協会 ㊞

平成 年 月 日付で申請のあった放電加工機用自動消火装置について型式試験確認

適合している

を行った結果、次のとおり当協会の定める試験の基準に と認められるの

不適合である

で通知します。

型 式

確 認 年 月 日

確 確 認 番 号

種 類

使用消火薬剤 薬 剤 量

最大防護面積

認

内 容 量

本 数

貯 蔵 容 器 使用温度範囲

方 式

内 最高使用圧力

種 類

感 知 部 公称作動温度

最小設置個数

容 設 置 範 囲

材 質

放 出 口 最小設置個数

設 置 範 囲

特

記

事

項

等

備考 １．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第５

放電加工機の型式変更に係る試験確認申請書

平成 年 月 日

危険物保安技術協会 殿

申請者
住 所

名 称

放電加工機の型式変更に係る試験確認を受けたいので、次のとおり申請します。

加 工 槽 最 大 容 量 １． Ｌ未満 ２． Ｌ以上1,000 1,000
型 式 の 区 分

放 電 加 工 方 法 １．形彫り ２．ＮＣ彫り ３．ワイヤ
申

新 Ｌ 新
請 加 工 槽 最 大 容 量 製 造 型 式

旧 Ｌ 旧
内

新 Ｌ
容 加工液タンク最大容量 試験確認年月日

旧 Ｌ

変 更 内 容 １．加工液タンク ２．自動消火装置 ３．その他（ ）

試 験 確 認 希 望 年 月 日 試験確認対象基数 基

試 験 確 認 実 施 場 所

担 当 者 名 連 絡 用 電 話

そ の 他

※ 受 付 ※ 手 数 料 ※ その他の費用

備考 １．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２．申請者は、正副２通提出すること。
３．申請にあたっては、試験確認を実施する放電加工機に関する数値等を記入すること。
４．型式の区分及び変更内容については、該当する番号を○で囲むこと。
５．申請にあたっては、型式変更に係る試験確認を実施する放電加工機に関する変更を行った

部分についての図面及び容量計算書等を添付するほか、当該機種について別紙の放電加工
機仕様書を添付すること。

６．加工槽最大容量、加工液タンク最大容量及び製造型式については、変更がある場合は新旧
の値等を記入することとし、変更がないものは旧の欄にのみ記入すればよいものとする。

７．試験確認年月日については、当該申請に係る機種が受けた直近の型式試験確認（変更を含
む）の年月日を記入すること。

８．試験確認対象基数には、申請に係る試験確認により確認済となる総基数を記入すること。
９．※印欄は記入しないこと。
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様式第６

放電加工機型式試験確認済証交付申請書

平成 年 月 日

危険物保安技術協会 殿

申請者

住 所

名 称

既に貴協会の放電加工機に関する型式試験確認に合格したも

のと同一型式の放電加工機について、型式試験確認済証の交付

を受けたいので、次のとおり申請します。

加工槽最大容量 １． Ｌ未満 ２． Ｌ以上1,000 1,000
申

型 式 の 区 分
請

放電加工方法 １．形彫り ２．ＮＣ彫り ３．ワイヤ
内

容
交付希望枚数 枚

試験確認年月日

担 当 者 氏 名 連 絡 用 電 話

そ の 他

※ 受 付 ※ 手 数 料 ※ その他の費用

備考 １．この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２．申請者は、正副２通提出すること。
３．型式の区分については、該当する番号を○で囲むこと。
４．試験確認年月日については、申請に係る放電加工機の型式について当協会が試験確認を実

施した年月日を記入すること。
５．申請にあたっては、交付を希望する機種それぞれについて別紙の放電加工機仕様書を添付

すること。
６．交付希望枚数については、交付を希望する総枚数を記入すること。
７．※印欄は記入しないこと。


